
様式１ 別添３

内閣官房

平成３０年度 平成３１年度

当初予算額 要求額

Ａ Ｂ Ｂ－Ａ＝Ｃ ３つを超える場合

いずれの施策にも関連しないもの　※内閣官房等は行政機関が行う政策の評価に関する法律に基づく政策評価の対象外である。

001 内閣人事局経費 平成２６年度 － 35 35 23 点検対象外 現状通り

引き続き、効果的･効率的な事業の実施に努める
こととし、効率的に執行した実績を概算要求に
反映させること。
また、研修内容及び実施方法等の点検を継続
し、研修の質を低下させることなく単位当たり
コストを低減させる方法を引き続き検討するこ
と。

33 31 ▲2 - 現状通り

効率的・効果的な研修の実施になお一層努
めるとともに、効率的に執行した実績を反
映させた概算要求に努める。
また、無償の会議室の活用を検討するとと
もに、民間のノウハウを参考にし、研修内
容や実施方法等の再点検に努める。

内閣人事局 一般会計
（項）内閣官房共通費
（大事項）内閣官房一般行政
に必要な経費

内閣
官房

- 0001 - - - - - 平成２７年度対象

002 高度情報通信ネットワーク社会推進経費 平成２３年度 － 54 164 17 

 定性的な目標の記載が事実関係のみにとど
まっており、達成状況の分析に至っていな
い。会議開催や調査・研究が、目的達成に貢
献していることを説明すべきであろう。予算
執行率、事業達成度など年度によってばらつ
きがある現状を見ると、公費を投入している
事業とは思えない。調査物だから説明が無理
というのは言い訳にもならない。アカウンタ
ビリティの意味を再確認して、取り組んで欲
しい。

現状通り

引き続き、効果的･効率的な事業の実施に努める
こととし、効率的に執行した実績を概算要求に
反映させること。
また、外部有識者の所見を踏まえ、成果目標の
設定及び活動指標の見直しを行うこと。
成果目標の設定ができない場合、現在設定して
いる定性的な成果目標及び代替的な達成目標の
見直しを行うこと。

54 64 10 - 現状通り

外部有識者及び行政事業レビュー推進チー
ムの所見を踏まえ、引き続き予算の効率的
執行に努める。また当室は本事業の総合調
整を行うことから、本部及び専門員会の場
にて、調査内容の発表し情報提供を行って
いる。なお調査内容及び案件は毎年度変化
するものであり、29年度の執行率は一般競
争入札等の結果によるものであり、執行そ
のものは適正に行っている。各調査単位で
は成果目標等の設定がされているが、事業
全体の成果目標の設定が難しいため、代替
的な達成目標の見直しについては引き続き
検討するとともに、新たな成果目標等の設
定を含めて検討し、必要な調査やその方法
について精査し概算要求を行う。

要求額のうち「新しい
日本のための優先課題
推進枠」30

ＩＴ総合戦略室 一般会計
（項）内閣官房共通費
（大事項）内閣官房一般行政
に必要な経費

内閣
官房

- 0002 - - - - - その他

003 新型インフルエンザ等対策経費 平成２５年度 － 11 11 0 点検対象外
事業内容の一部改

善

引き続き、効果的･効率的な事業の実施に努める
こととし、効率的に執行した実績を概算要求に
反映させること。
また、訓練実施実績が目標を達成できるよう、
引き続き関係府省庁及び都道府県等へ働きかけ
ることとし、訓練の質向上にも取り組むこと。
以上に加え、政府訓練の都道府県における報道
状況の把握について具体的手法の検討を進める
こととし、代替的な達成目標とすることができ
ないかを引き続き検討すること。

3 2 ▲1 1 
年度内に改善を検

討

今年度における効果的・効率的な事業の実
施見込みを踏まえ、概算要求へ反映してい
る。
また、訓練実施実績が目標を達成できるよ
う、既に実施した「担当者説明会」におい
て、関係省庁及び都道府県等へ働きかけを
行った。引き続き、今年度の各訓練の機会
を捉え、働きかけを続けていく。政府訓練
の都道府県における報道状況の把握につい
ては、引き続き具体的手法の検討を進めて
いく。

新型インフルエン
ザ等対策室

一般会計
（項）内閣官房共通費
（大事項）内閣官房一般行政
に必要な経費

内閣
官房

- 0004 - - - - - 平成２６年度対象

004 拉致問題対策経費 平成１８年度 － 198 198 153 点検対象外 現状通り
引き続き、効果的･効率的な事業の実施に努める
こととし、効率的に執行した実績を概算要求に
反映させること。

199 264 64 - 執行等改善

行政事業レビュー推進チームの所見を踏ま
え、効果的･効率的な事業の実施に努めつ
つ、執行実績に見合う予算計上となるよう
努める。

要求額のうち「新しい
日本のための優先課題
推進枠」91

拉致問題対策本部
事務局

一般会計
（項）内閣官房共通費
（大事項）内閣官房一般行政
に必要な経費

内閣
官房

- 0005 - - - - - 平成２８年度対象

005 国土強靭化政策推進経費 平成２６年度 － 141 141 121 点検対象外 現状通り
引き続き、効果的･効率的な事業の実施に努める
こととし、効率的に執行した実績を概算要求に
反映させること。

142 171 29 - 現状通り
引き続き事業の適切な進捗管理、契約にお
ける競争性の確保などにより、予算の効率
的執行に努める。

要求額のうち「新しい
日本のための優先課題
推進枠」50

国土強靭化推進室 一般会計
（項）内閣官房共通費
（大事項）内閣官房一般行政
に必要な経費

内閣
官房

- 0006 - - - - - 平成２８年度対象

006 領土・主権内外発信推進経費 平成２６年度 － 37 37 39 点検対象外 現状通り
引き続き、効果的･効率的な事業の実施に努める
こととし、効率的に執行した実績を概算要求に
反映させること。

37 38 1 - 現状通り

行政事業レビュー推進チームの所見を踏ま
え、引き続き、事業の適切な進捗管理など
を確実に行い、効果的・効率的に事業を実
施し、効率的に執行した実績を概算要求に
反映させるよう引き続き努めていく。

領土・主権対策企
画調整室

一般会計
（項）内閣官房共通費
（大事項）内閣官房一般行政
に必要な経費

内閣
官房

- 0007 - - - - - 平成２８年度対象

007 健康・医療戦略経費 平成２４年度 － 70 70 66 

 アウトカムでは国際的な医療業務拠点、海外
進出がうたわれているが、「国費投入の必要
性」欄では、「高齢化が急速に進む社会にお
いて、国民の医療・健康水準」と国内事情が
書かれている。「資金の流れ」欄にある、
「外国人介護人材の受け入れ」は、一般国民
には、国内の人手不足対策と受け取られてお
り、一方の「アジアに紹介すべき「日本的介
護」とは関連を持たないなど、本事業は主た
る目的を絞り切れていないきらいがある。

現状通り

引き続き、効果的･効率的な事業の実施に努める
こととし、効率的に執行した実績を概算要求に
反映させること。
また、外部有識者の所見を踏まえ、事業目的を
再度整理することとし、レビューシートの記載
についても見直すこと。

99 181 82 - 現状通り

推進チームの所見を踏まえ、引き続き、効
果的・効率的な予算の執行・要求に努め
る。
また、外部有識者の所見を踏まえ、「事業
の目的」、「国費投入の必要性」欄につい
て、見直しを行った。

要求額のうち「新しい
日本のための優先課題
推進枠」167

健康・医療戦略室 一般会計
（項）内閣官房共通費
（大事項）内閣官房一般行政
に必要な経費

内閣
官房

- 0008 - - - - - その他 ○

008 地域活性化推進経費 平成２５年度 － 280 280 263 点検対象外 現状通り
事業の有効性・効率性・成果について適切かつ
的確に検証し、予算の効率的執行に努め、概算
要求に適切に反映させるべき。

211 188 ▲23 - 現状通り
事業の有効性・効率性・成果について適切
かつ的確に検証し、予算の効率的執行に努
め、概算要求に適切に反映させる。

産業遺産の世界遺
産登録推進室

一般会計
（項）内閣官房共通費
（大事項）内閣官房一般行政
に必要な経費

内閣
官房

- 0009 - - - - - 平成２６年度対象 ○

009 緊急事態に備えた調査・研究等経費 平成１７年度 － 96 73 45 点検対象外 現状通り
引き続き、効果的･効率的な事業の実施に努める
こととし、効率的に執行した実績を概算要求に
反映させること。

64 72 8 - 現状通り
効率的・効果的な事業の実施に努めること
とし、できる限り執行実績を概算要求に反
映することに努める。

内閣官房副長官補
（事態対処・危機
管理担当）

一般会計
（項）内閣官房共通費
（大事項）内閣官房一般行政
に必要な経費

内閣
官房

- 0010 - - - - - 平成２７年度対象 　

010 緊急事態対処に必要な経費 平成２２年度 － 0 0 0 点検対象外 現状通り 引き続き、効率的な経費の執行に努めること。 1 0 ▲0 - 現状通り 効率的な経費の執行に努める。
内閣官房副長官補
（事態対処・危機
管理担当）

一般会計
（項）内閣官房共通費
（大事項）内閣官房一般行政
に必要な経費

内閣
官房

- 0011 - - - - - 平成２７年度対象

011 内閣広報経費 平成１６年度 － 98 98 77 点検対象外 現状通り
引き続き、効果的･効率的な事業の実施に努める
こととし、効率的に執行した実績を概算要求に
反映させること。

98 98 - - 現状通り
行政事業レビュー推進チームの所見を踏ま
え、引き続き、効果的・効率的な事業の実
施に努める。

内閣広報室 一般会計
（項）内閣官房共通費
（大事項）内閣官房一般行政
に必要な経費

内閣
官房

- 0012 - - - - - 平成２９年度対象

012 サイバーセキュリティ戦略本部等経費 平成１４年度 － 139 139 138 点検対象外 現状通り
引き続き、効果的･効率的な事業の実施に努める
こととし、効率的に執行した実績を概算要求に
反映させること。

173 239 67 - 現状通り
引き続き、効果的･効率的な事業の実施やこ
れら実績の概算要求への反映に努める。

要求額のうち「新しい
日本のための優先課題
推進枠」67

内閣サイバーセ
キュリティセン
ター

一般会計
（項）内閣官房共通費
（大事項）内閣官房一般行政
に必要な経費

内閣
官房

- 0013 - - - - - 平成２９年度対象

013 政府CIO制度の推進経費 平成２５年度 － 330 330 266 

 各府省のＩＴ投資を評価、レビューしようと
する意欲は認める。ただ、会議の開催回数、
調査の実施件数は活動指標でしか無い。アカ
ウンタビリティとして不十分。アウトプッ
ト、アウトカムが分かる指標を考慮すべきで
ある。たとえば、ＩＴ投資が巧く進捗しない
課題を摘出してその解決に向けた進捗を設定
する方法はどうか。

現状通り

引き続き、効果的･効率的な事業の実施に努める
こととし、効率的に執行した実績を概算要求に
反映させること。
また、外部有識者の所見を踏まえ、成果目標の
設定及び活動指標の見直しを行うこと。
成果目標の設定ができない場合、現在設定して
いる定性的な成果目標及び代替的な達成目標の
見直しを行うこと。

310 1,104 794 - 現状通り

外部有識者及び行政事業レビュー推進チー
ムの所見を踏まえ、引き続き予算の効率的
執行に努める。また、各施策単位では成果
目標等の設定がされているが、事業全体の
成果目標の設定が難しいため、代替的な達
成目標の見直しについては引き続き検討す
る。

要求額のうち「新しい
日本のための優先課題
推進枠」859

ＩＴ総合戦略室 一般会計
（項）内閣官房共通費
（大事項）情報の収集及び分
析その他の調査に必要な経費

内閣
官房

- 0014 - - - - - その他

014
内閣サイバーセキュリティセンター情報システ
ム等経費

平成１８年度 － 3,054 2,088 1,127 点検対象外 現状通り
引き続き、効果的･効率的な事業の実施に努める
こととし、効率的に執行した実績を概算要求に
反映させること。

1,185 2,773 1,588 - 現状通り
引き続き、効果的･効率的な事業の実施やこ
れら実績の概算要求への反映に努める。

要求額のうち「新しい
日本のための優先課題
推進枠」1,880

内閣サイバーセ
キュリティセン
ター

一般会計
（項）内閣官房共通費
（大事項）情報の収集及び分
析その他の調査に必要な経費

内閣
官房

- 0016 - - - - - 平成２８年度対象

015 情報収集衛星の研究・開発 平成１０年度 － 56,357 58,639 57,613 点検対象外 現状通り

引き続き、効果的･効率的な事業の実施に努める
こととし、効率的に執行した実績を概算要求に
反映させること。
また、衛星機数増加にあたり更なる経費増加が
予想されることから、更なるコスト削減策につ
いて引き続き検討すること。

37,022 51,097 14,075 - 現状通り

所見を踏まえ、引き続き、効果的・効率的
な事業の推進に努める。なお、新規の衛星
開発の仕様を一者に限定されない内容と
し、契約における競争性を確保したことに
よるコスト削減を図り、概算要求に反映し
ているところ。
また、更なるコスト削減策についても引き
続き検討を進めることとする。

要求額のうち「新しい
日本のための優先課題
推進枠」19,623

内閣衛星情報セン
ター

一般会計
（項）情報収集衛星業務費
（大事項）情報収集衛星シス
テム開発等に必要な経費

内閣
官房

- 0017 - - - - - 平成２８年度対象

016 水循環推進経費 平成２７年度 － 67 67 60 点検対象外 現状通り

引き続き、効果的･効率的な事業の実施に努める
こととし、効率的に執行した実績を概算要求に
反映させること。
また、成果目標の設定について引き続き検討す
ること。

65 78 13 - 現状通り

引き続き事業の実施にあたっては、適切な
時期に水循環の各分野に関する専門家であ
る水循環アドバイザーの会議を開催し意見
を聴取したうえで、水循環政策本部事務局
メンバーの会議を原則毎週開催し、効率的
な施策推進およびコスト縮減に努める。ま
た、達成目標の設定のために各地方自治体
における取組等の状況調査として、平成28
年度に定めた明確な定義に基づき流域水循
環計画の取組状況を継続して確認してお
り、引き続き、成果実績の表現方法の検討
を行う事としている。

要求額のうち「新しい
日本のための優先課題
推進枠」19

水循環政策本部事
務局

一般会計
（項）内閣官房共通費
（大事項）内閣官房一般行政
に必要な経費

内閣
官房

- 0018 - - - - - 平成２９年度対象

017
東京オリンピック・パラリンピック競技大会推
進本部経費

平成２８年度 - 576 576 496 点検対象外 現状通り
引き続き、効果的･効率的な事業の実施に努める
こととし、効率的に執行した実績を概算要求に
反映させること。

576 910 334 - 現状通り

行政事業レビュー推進チームの所見を踏ま
え、引き続き予算の効率的執行に努め、必
要な調査やその方法について精査し概算要
求を行う。

要求額のうち「新しい
日本のための優先課題
推進枠」460

オリ・パラ推進本
部事務局

一般会計
（項）内閣官房共通費
（大事項）内閣官房一般行政
に必要な経費

内閣
官房

- 0019 - - - - - 平成２９年度対象 ○

１つ目 ２つ目 ３つ目

平成２９年度レビューシート番号
外部有識者点検対象
（公開プロセス含む）
※対象となる場合、理
由を記載

委託
調査

補助
金等

基金執行
可能額

執行額 評価結果 所見の概要 反映額

差引き
反映状況

備　考 担当部局庁 会計区分 項・事項
反映内容

平成３０年度行政事業レビュー事業単位整理表兼点検結果の平成３１年度予算概算要求への反映状況調表
（単位：百万円）

事業
番号
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事業開始
年度

事業終了
(予定)年度

平成２９年度
補正後予算額

平成２９年度

外部有識者の所見

行政事業レビュー推進チームの所見
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様式１ 別添３

平成３０年度 平成３１年度

当初予算額 要求額

Ａ Ｂ Ｂ－Ａ＝Ｃ ３つを超える場合１つ目 ２つ目 ３つ目

平成２９年度レビューシート番号
外部有識者点検対象
（公開プロセス含む）
※対象となる場合、理
由を記載

委託
調査

補助
金等

基金執行
可能額

執行額 評価結果 所見の概要 反映額

差引き
反映状況

備　考 担当部局庁 会計区分 項・事項
反映内容

（単位：百万円）

事業
番号

事　　業　　名
事業開始
年度

事業終了
(予定)年度

平成２９年度
補正後予算額

平成２９年度

外部有識者の所見

行政事業レビュー推進チームの所見

- - - - - -
61,542 62,945 60,505 40,271 57,310 17,039 1 

- - - - - - - 

52,262 50,370 47,851 56,983 58,556 1,573 

32 32 21 47 47 - 

113,805 113,315 108,355 97,254 115,866 18,612 

32 32 21 47 47 - 

注１．　該当がない場合は「－」を記載し、負の数値を記載する場合は「▲」を使用する。

注２．「執行可能額」とは、補正後予算額から繰越額、移流用額、予備費等を加除した計数である。

注３．「反映内容」欄の「廃止」、「縮減」、「執行等改善」、「年度内に改善を検討」、「予定通り終了」、「現状通り」の考え方については、次のとおりである。

　　　　「廃止」：平成30年度の点検の結果、事業を廃止し平成31年度予算概算要求において予算要求を行わないもの（前年度終了事業等は含まない。）

　　　　「縮減」：平成30年度の点検の結果、見直しが行われ平成31年度予算概算要求において何らかの削減を行うもの（事業の見直しを行い、部分的に予算の縮減を行うものの、事業全体としては概算要求額が増加する場合も含む。）

　　　　「執行等改善」：平成30年度の点検の結果、平成31年度予算概算要求の金額に反映は行わないものの、明確な廃止年限の設定や執行等の改善を行うもの（概算要求時点で「改善事項を実施済み」又は「具体的な改善事項を意思決定済み」となるものに限る。）

　　　　「年度内に改善を検討」：平成30年度の点検の結果、平成31年度予算概算要求の金額に反映は行わないものの、平成30年度末までに執行等の改善を検討しているもの（概算要求時点で「改善事項を実施済み」又は「具体的な改善事項を意思決定済み」となるものは含まない。）

　　　　「予定通り終了」：前年度終了事業等であって、予定通り事業を終了し平成31年度予算概算要求において予算要求しないもの。

　　　　「現状通り」：平成30年度の点検の結果、平成31年度予算概算要求の金額に反映すべき点及び執行等で改善すべき点がないもの（廃止、縮減、執行等改善、年度内に改善を検討及び予定通り終了以外のもの）

注４．予備費を使用した場合は「備考」欄にその旨を記載するとともに、金額を記載すること。

　　　　「前年度新規」：前年度に新規に開始したもの。

　　　　「最終実施年度」：当該年度が事業の最終実施年度又は最終目標年度に当たるもの。

　　　　「行革推進会議」：前年のレビューの取組の中で行政改革推進会議による意見の対象となったもの。

　　　  「継続の是非」：翌年度予算の概算要求に向けて事業の継続の是非等を判断する必要があるもの。

　　　　「その他」：上記の基準には該当しないが、行政事業レビュー推進チームが選定したもの。

東日本大震災復興特別会計

注５．「外部有識者点検対象」欄については、平成30年度行政事業レビューの取組において外部有識者の点検を受ける場合は下記の基準に基づき、「前年度新規」、「最終実施年度」、「行革推進会議」、「継続の是非」、「その他」のいずれかの選択理由を記載（行政事業レビュー実施要領第２部２（３）を参照）し、平成２６年度、平成２７年度、平成２８年度又は平成２９年度の行政事業レビューの取組において外部有識者の点検を受けたものは、それぞれ「平成２６年度対象」、「平成２７年度対象」、「平成２８
年度対象」、「平成２９年度対象」と記載する。なお、平成３０年度に外部有識者の点検を受ける事業について、平成２６年度、平成２７年度、平成２８年度又は平成２９年度にも点検を受けている場合には、選択理由のみを記載する（「前年度新規」、「最終実施年度」、「行革推進会議」、「継続の是非」、「その他」のいずれかを記載）。

東日本大震災復興特別会計

合　　　　　計

一般会計

東日本大震災復興特別会計

行政事業レビュー対象外　計

一般会計

行政事業レビュー対象　計

一般会計
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